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小型船舶特定係留施設使用者募集要領     次の要領により小型船舶特定係留施設の使用者を募集します。 

 使用を希望される方は，次の内容を十分にお読みいただき，指定管理者へ申請書を

提出してください。 

 

１ 施設の名称 

  ボートパーク福山（ＢＰ福山） 

 

２ 施設の場所 

  福山市新涯町二丁目地先（福山港一文字地区） 

 

３ 施設の概要 

  収容隻数 

  ４４２隻 

 （１） ８ｍ区画 ３５０隻 

 （２） ９ｍ区画 ９２隻 

  注）荷物の積み降ろし用として，駐車場に最も近い桟橋に一時係留区画を６隻分

確保しています。 

浮桟橋（１４基），多目的トイレ，駐車場（１０８台，無料） 

注）給水及び給電施設はありません。給水及び給電施設はありません。給水及び給電施設はありません。給水及び給電施設はありません。 

 

４ 使用料 

  ８ｍ及び９ｍ区画  月額 １０，２８０円（消費税及び地方消費税を含む。） 

注）使用料は，半年分ずつ前納でお支払いいただきます。 

      支払い月は，４月と９月です。 

    なお，使用料は月額です。月の中途からの使用の場合でも一月分の使用料とな

ります。 

 

５ 指定管理者 

  シダックス大新東ヒューマンサービス・ベルポート共同企業体 

  申請書提出（問い合わせ）先等 

（１） 申請書提出（問い合わせ）先  ボートパーク福山現地事務所 

                  （℡ ０８４－９５９－３３０２） 

（２） 申請（問い合わせ）受付時間  ９時から１７時まで 

 

 



６ 対象船舶 

 （１） 有効な船舶検査証書を有している小型船舶 

 （２） 船舶の大きさ（原則） 

① ８ｍ区画  次のア）からイ）までの条件を満たす船舶 

ア）実測船長が８.０ｍ以下かつ実測船幅が３.０ｍ以下 

イ）係留時における船舶の最先端から最後端までの長さが概 

 ね９.０ｍ以下 

  ② ９ｍ区画  次のア）からウ）までの条件を満たす船舶 

ア）実測船長が９.０ｍ以下かつ実測船幅が３.６ｍ以下 

イ）係留時における船舶の最先端から最後端までの長さが概 

ね１０.０ｍ以下 

ウ）船舶検査証書に記載された船舶の長さが７.０ｍ以上 

 (３) 水深－１.５ｍで安全に係留できる小型船舶 

注１）「実測船長」とは，船舶の最先端から船尾板までの水平長をいい，船舶検査 

証書の数値（登録長）とは異なります。 

注２）「係留時における船舶の最先端から最後端までの長さ」とは，チルトアップ 

  した船外機等，実測船長に含まれない全ての艤装品を含めた全長をいいます。 

注３）９ｍ区画のウ）の条件について特殊な事情等があり条件を満たすことがで 

きない場合など所有の船舶が，対象船舶に該当するかどうか不明な場合等は，所有の船舶が，対象船舶に該当するかどうか不明な場合等は，所有の船舶が，対象船舶に該当するかどうか不明な場合等は，所有の船舶が，対象船舶に該当するかどうか不明な場合等は，

指定管理者指定管理者指定管理者指定管理者までご相談までご相談までご相談までご相談ください。 

 

７ 使用資格者 

福山港に係留している又は係留を予定している小型船舶の所有者とします。 

なお，広島県暴力団排除条例（平成２２年条例第３７号）及び広島県港湾施設管 

理条例（昭和２８年条例第３６号）に基づき，所有者等（個人の場合は所有者，共

同所有の場合は全ての所有者，法人の場合はその法人及び全ての役員とする。）が，

暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条 

第２号に規定する暴力団又は同法第２条第６号に規定する暴力団員に該当する場

合は，使用許可しません。 

また，使用許可をした後に，所有者等が暴力団又は暴力団員に該当することが判

明した場合は，その使用許可を取り消すものとします。 

    

８ 申請方法 

  次の必要書類を揃えて，申請書提出（問い合わせ）先に持参してください。 

（１） 小型船舶特定係留施設使用許可申請書（以下，「許可申請書」という。） 

（２） 誓約書 

（３） 船舶検査証書の写し 

（４） 所有者以外の権限に基づき使用している場合は，その使用に係る所有者の承

諾書 



（５） その他必要な添付書類 

法人申請 

① 法人の登記簿謄本の写し 

② 役員全員の住民票の写し 

（３か月以内に交付されたもの） 

個人申請 申請者の住民票の写し（３か月以内に交付されたもの） 

共同所有者 

① 共同所有者一覧 

② 共同所有者全員の住民票の写し（３か月以内に交付されたもの） 

申請者と船舶所有 

者が異なる場合 

申請者と船舶所有者の住民票の写し（３か月以内に交付されたもの） 

※御提出いただいた住民票等は，申請者が暴力団又は暴力団員に該当するかどう

かを審査するためのものであり，この審査以外の目的には使用しません。 

 

注１) 共同所有船舶については，代表者１名による申込みとなりますが，共同所有

者一覧と共同所有者全員の住民票の写しを提出してください。 

注２） 身体に障害のある方等が施設を使用する場合には，所定の要件を満たせば， 

使用料が減免になります。詳しくは，申請書提出（問い合わせ）先までご相談

ください。 

 

９ 申請に関する留意事項 

（１） 申請の際に提出された許可申請書等の内容を確認し，審査の上，県が使用許

可を行います。 

（２） 申請内容を確認するために，使用許可する前に，現地（ボートパーク福山）

において，船舶の長さ及び幅を実測しますので，御協力をお願いします。 

また，申請前であっても，希望される方は，事前に船舶の長さ及び幅等を実

測しますので，申請書提出（問い合わせ）先へご連絡ください。 

（３） 許可申請書等申請書類への虚偽の記載など不正行為があった場合は，その

申請は無効とし，また，使用許可を受けている場合は，その許可を取り消すこ

とがあります。 

 

10 使用許可の更新 

次年度以降の許可期間は，原則として４月から翌３月までの１年間とし，引き続

き施設の使用を希望される場合は，同係留区画での更新に配慮します。 

   

11 許可の条件 

 使用の許可にあっては，次のような事項を遵守していただく必要があります。 

これらの事項をお守りいただけない場合，使用の許可を取り消す場合があります。 

(１) 広島県港湾施設管理条例（昭和２８年広島県条例第３６号，以下「条例」と

いう。），及び広島県港湾施設管理規則（平成２８年広島県規則第７４号，以下

「規則」という。）の規定及び「ボートパーク福山の使用にあたっての注意事項」



を遵守すること。 

(２) 納入通知書により定める納付期限に使用料が納付されない場合は，この使用

許可を取り消すことがある。 

(３) 使用料を滞納している場合は，使用期間の更新許可をしない場合がある。 

(４) 条例の改正により，使用料が改正された場合は，使用許可中であっても改定

後の使用料を適用する。 

(５)  この使用許可は，小型船舶特定係留施設の使用を許可するもので，船舶の管

理，運行等に関する責務は全て使用者にあり，施設内での盗難，接触その他の

事故について，県及び指定管理者は一切の責任を負わない。 

(６) 当該施設に新たな工作物を設置し，又は改造するなど管理上支障となる行為

（浮船台の搬入，鉄管・ビニール管等による枠組・ブルーシートの設置等。た

だし，周辺に悪影響を及ぼさないと県及び指定管理者が認めた船底シートを除

く。）を行ってはならない。 

(７) 当該施設を使用するに当たっては，船体又は付属物の一部を桟橋にはみ出す

こと及び許可申請書に記載された全長以上にスパンカー等の付属物を張り出す

など他の使用者に迷惑を及ぼす行為を行ってはならない。 

(８) 施設を使用するに当たり，施設に損傷又は損害を与えた場合は，現状に回復

し，損失を補償しなければならない。 

(９)  使用者が，他の使用者の責に帰すべき事由又は災害等により損害を被った場

合，県及び指定管理者は，その損害賠償責任を負わない。 

(10) 次の各号の一に該当する使用者に対して，施設の使用を禁止し，使用の許可

を取り消し，又は船舶移動その他必要な措置を命ずることがある。 

 一 偽り，その他不正な手段により許可を受けた者 

 二 施設内において，施設の利用に著しく迷惑を及ぼす者 

 三 桟橋の使用権を担保にし，又は他人に使用させた者 

 四 条例第９条各号（第１２号の日の出前，日没後の作業禁止を除く。）に掲げる

禁止行為を行った者 

(11) 県及び指定管理者において工事及び施設の管理上，又は効率的な利用を図る

必要が生じた場合には，船舶の入出港制限又は移動を命じることができるもの

とする。この場合，使用者は，自らの費用負担により直ちに指定した場所に移

動しなければならない。 

(12) 許可に係る施設の使用権は，あらかじめ，県の許可を受けた場合を除き，こ

れを担保に供し，又は他人に譲渡し若しくは使用させることはできない。 

(13) 相続等により権利義務を承継した場合は，別に定める届出書を提出しなけれ

ばならない。 

(14) 許可を受けた後に，共同所有者の一部を変更した場合又は法人において役員

の変更を行った場合は，速やかに別に定める届出書を提出しなければならない。 

(15)  船舶の所有者が暴力団又は暴力団員に該当しない場合であっても，他の者が

暴力団又は暴力団員に該当することを知りながら使用させてはならない。 



(16) 船舶の変更については，「９ 対象船舶」に定める規格の船舶とすること。 

(17) 許可内容に変更が生じる場合は，予め指定管理者に申請書を提出し，県の許

可を受けること。 

(18) 施設や係留船舶の安全確保のため，県又は指定管理者の職員が，係留中の船

舶に立ち入り，安全措置等を講じる場合がある。 

(19) 施設を使用しなくなったときは，速やかに小型船舶特定施設使用廃止届を提

出すること。  
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